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同意する消費者の割合 (%)

図表1: 日本では「最悪の状態は脱していない」と答えた消費者が他国に比べて多い

注: 質問文「新型コロナウイルスに関して、以下の記述にどれほど賛同しますか」円の大きさは記述に同意する回答者の割合を示す。インドのサンプルは主要都市圏から
二級都市 (人口50万人以上の都市; 上位100都市) の人口の35%を示す

出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月20日-24日 (N = 1,046 オーストラリア; 1,946 カナダ; 1,856 中国; 
1,970 フランス; 2,021 イタリア; 2,079 イギリス; 1,856 アメリカ); ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月18日-
20日 (N = 7,485 日本); ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、 4月17日-20日 (N = 2,324 インド); 国勢調査人口統計
の±3%以内

オーストラリア 日本 インド 中国 カナダ フランス アメリカ イギリスイタリア

新型コロナウイルスの影響で
景気後退が起きる 89 8184 80 8970 86 89 89

新型コロナウイルスの影響で
公共スペースへの外出を
極力避けている

82 8783 85 8683 86 84 88

新型コロナウイルスによる最悪の
状態はまだ脱していない 448248 57 6526 61 59 50

新型コロナウイルスの影響で
日常の生活スタイルを変えた 73 8281 82 8568 83 70 83

新型コロナウイルスの影響で
世界は深刻な危険に晒されている 88 8377 51 5262 55 57 59

: 回答者の70%以上 : 回答者の40%以上70%未満 : 回答者の40%未満
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予定をキャンセル/延期した、支出を減らしたと回答した消費者の割合 (%)

図表2: 日本では行動制限に対する法的拘束力がないにも関わらず、自主的に活動を抑え、
支出を減らす傾向

注: 質問文「新型コロナウイルスの影響で、以下の活動の計画をキャンセルしたり、実際に支出を減らしたりしましたか」計画がそもそもないと答えた回答に
ついては除外

出所:  ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月10日-13日 (N = 2,922 イタリア; 3,112 イギリス; 2,960
アメリカ); ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月18日-20日 (N = 7,485 日本); 国勢調査人口統計
の±3%以内

95

94

96

97

5

6

4

3

94

93

94

95

6

7

6

5

90

95

97

98

10

5

2

3

日本

アメリカ

イギリス

イタリア

支出を減らした、キャンセルした、あるいは延期した消費者 (%)

支出を減らしていない消費者 (%)

近隣のレジャー施設への外出 国内旅行 レストランでの食事



© Boston Consulting Group 2020 - All Rights Reserved.  

図表3: 支出を減らす・増やす予定のカテゴリーは類似している

注: 質問文: 「今後6カ月で、あなたの以下の分野における支出はどのように変化すると思いますか」
出所:  ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月20日-24日 (N = 1,046 オーストラリア; 1,856 中国; 1,969 

フランス; 2,017 イタリア; 2,079 イギリス; 1,856 アメリカ); ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月
18日-20日 (N = 7,485 日本); 国勢調査人口統計の±3%以内

日本 イタリアオーストラリア アメリカイギリス フランス
家庭内でのエンターテイメント
生鮮食品及びオーガニック食品
加工食品及び飲料
予防医療
家庭用品
貯蓄
電気・水道料金
テイクアウト/フードデリバリー
医療処置
ビタミン剤/サプリメント
教育

旅行
家庭外でのエンターテイメント
レストラン
ギャンブル (競馬・パチンコ）
高級ブランド品/ファッション
公共交通機関
インテリア
女性用衣料品
コート・ジャケット等の上着
スポーツ用品/スポーツウェア
自動車
家電
靴/履物
おもちゃ/ゲーム
男性用衣料品
タバコ/喫煙用品
モバイルエレクトロニクス
テイクアウト/フードデリバリー
化粧品/香水
酒
貯蓄
医療処置
教育
ヘアケア/ボディケア
賃料/住宅ローン
家庭内でのエンターテインメント
ビタミン剤/サプリメント

日本 イタリアオーストラリア アメリカイギリス フランス

上位
20%以上の回答者が支出を増やすと回答

下位
20%以上の回答者が支出を減らすと回答

おもちゃ/ゲーム
酒
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図表4: EC化が遅れていた日本でも、新型コロナウイルスの影響により、消費者の20%が
「衣料品」、4%が「生鮮食品」のオンライン購入を増やすと回答

注: 端数調整により、数字の合計は100%ではない
出所:  Euromonitor、ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月18日-20日 (N = 7,485 日本)

...日本の消費者もオンライン購入への意欲を示し始めた従来、日本はEC化が中国、アメリカ、ヨーロッパに比べて
遅れていたが…
ネット通販の普及率 (%) 今後1カ月のオンライン購入に対する意向度合い (%)
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今後1カ月でオンラインでの支出を増やす予定の回答者割合 (%)

Z世代 (18～25歳)
ミレ二アル世代 (26～40歳)
X世代 (41～55歳)
ベビーブーマー＋世代 (56歳以上)

ECショッピングモール
(例: Amazon)

フードデリバリー
(例: Uber Eats)

C2Cサービス
(例: メルカリ)

各ブランドの通販サイト

図表5: ECの利用意向は世代により異なる: フードデリバリーサービスは全世代で急成長が
見込まれる一方で、通販サイト等は40歳前後で差

注: 質問文「今後1カ月の間で、以下の店舗/サイト/サービスのあなたの支出の総額 (購入する商品を問わず、これらの場所で使う金額) は、過去1カ月間に
比べてどう変化すると思いますか」 C2C = customer to customer (個人間取引)

出所:  ボストン コンサルティング グループ COVID-19 Consumer Sentiment Survey、2020年4月18日-20日 (N = 7,485 日本)
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